平成７年第５回島田市議会定例会　平成７年９月１１日・１２日本会議

１．ごみ問題について

　　(1) 最終処分場はあと４年程度で満杯。プラスチック減容固形化装置は十分機能していない。阿知ケ谷の焼却場の耐用年数もあと７年。このように言われているが、この現状を踏まえて将来計画はどうなっているのか。

　　(2) 新しくできたいわゆる「容器包装リサイクル法」が施行されると事業者の責任が大きくなると考えられる。また、収集方法も変わると思われる。実施時の問題点は何か。以上の２点は生活者にも良くわかるように具体的な説明をしてほしい。

　　(3) 今後、廃棄物を生み出さない社会をつくるには市民の知恵も含めた協力なしでは実現できないと思うが、市長の考えを伺いたい。

　　(4) 廃棄物減量等推進協議会の位置づけを伺いたい。また、委員の公募をもっと多くするつもりはないか。さらに、協議会を審議会にしていくつもりはないか。

　　(5) 事業系及び役所内の廃棄物減量計画はどうなっているのか。

　２．情報公開と個人情報保護について

　　(1) 食糧費について

　　　　全国的に自治体の食糧費の中での官官接待費が問題になっている。そこで市の食糧費について伺う。

　　　1)　どのようなものに使われているか。適用範囲を明らかにしてほしい。

　　　2)　昨年度の総額はいくらか。

　　　3)　その内で、官官接待と考えられる費用はいくらか。

　　　4)　公開条例が成立していない現在、市民がその内容など細かい情報の提供を求めた場合、どのような対応をするつもりか。

　　　5)　食糧費に関する見直しをするつもりはあるか。

　　(2) 国勢調査と個人情報保護について

　　　　10月１日付けで国勢調査が行われるが、その調査書という個人情報の保護に関してどのような対策をとるのか。調査員の任命方法や教育について説明してほしい。

　　(3) 知る権利について再度伺う。

　　　　今準備中の情報公開（公文書公開）条例になぜ、「知る権利」を明示しないのか。「知る権利」について情報公開制度懇話会ではどのような議論がなされたか。

　３．公共下水道事業の委託について

　　(1) 島田市が下水道事業団と委託契約をし建設された南一丁目地先の浄化センターで電気設備に関して談合があったと聞く。そこで以下の諸点について伺う。

　　　1)　下水道事業団から説明はあったか。

　　　2)　市民に対する説明は必要ではないか。

　　　3)　損害額を算定する必要はないか。

　　　4)　事業団との契約時に工事実施者、下請けに関する届け出や説明はどうなっていたのか。

◯10番（津田恵子君）　ごみ問題について再度お尋ねします。

　容器包装リサイクル法が施行されると、市の収集の仕事量がふえるのではないかというのが私は大きく懸念しているものなんです。そのあたり一体どういうふうに考えておられるのか。部長の答弁では、島田市は分別収集をしてあるので、該当するのはペットボトルだけではないかというような答弁がありましたが、アルミ缶の回収とか、それからスチール缶の回収、そしてトレーなども対象というんですか、ある程度分別していかなければならないと思うんです。そうしたときに、収集車の問題とか、作業員の人数の問題とか、大きくこの法律が施行されるとかかわってくると思うのですが、そのあたりについてどう考えておられるのかお聞かせください。

　そして、トレーとか牛乳パック等も回収していますよといういうふうにおっしゃっていましたが、これは月に１回とか、本当に常設ではないわけなんですよね。これが常設的にスーパーとか各小売店で設置されるようになれば、市の方としても大分仕事量が助かるのではないかなと思います。こういう常設的な設置を取り組んでもらうためには、どういうように誘導していくかというのが市の腕にかかってると思うんです。リサイクル循環社会を目指そうというこの時代に、さまざまな瓶とか缶とかペットボトルとかを私たちの商店では責任を持って回収しますよという姿勢を見せる業者を高く評価し、例えば広報等でお知らせしながら市民に協力してもらうというふうな仕掛けはできないものかどうかをお尋ねします。

　それから、先ほどからリサイクル社会という言葉が部長、市長からも出てきますが、私もこの容器包装のリサイクル法を読んでいくうちに、自分も間違っていたなと思うことがあるのですが、リサイクル社会と循環型社会という言葉は、何か少し違うそうなんですよね。この容器包装リサイクル法においては、リサイクル社会を見直すだけではなくって、循環型社会を見直しましょうと言っているわけですよね。リサイクル社会と循環型社会はどう違うのかというと、リサイクルはリサイクルをして再び再利用しましょうよという社会なのですが、どうもこの法律では循環型社会、つまり廃棄物を出さないような社会にしていこうというのが目的ではないかなと思います。このときに、各産業部門で廃棄物をゼロにしようと、そういう転換をしていってもらいたいというのが政府の仕掛けではないかなと思いますが、その点、部長、市長どうお考えでしょうか。

　この循環型社会に持っていくためには、産業の廃棄物を次の産業の投入資源となるように連携をつくり出していかなければならないという、なかなか難しい経済の仕組みに変えていくらしいんですよね。そういうときに、産業界だけが努力をしても、その社会はつくっていけないと思います。消費者の行動意識も変わらなければならないと思います。そのときに、市民の知恵と力が必要になってくるのですが、市長も部長もよく御存じだと思うのですが、川口市の松田美夜子さんという方がおられますよね。この方は川口市自体がごみについてとても有名な町なのですが、この松田美夜子さんは一市民から、市がごみについて市民の意見を聞こうというそういう会へみずから参加をし、意見を述べてきたことをきっかけにしてごみの専門家になられたのです。松田さんのような一主婦からごみや消費の問題の専門家に育っていく人々は全国各地大勢おられるのです。つまり市民の中に潜む力をいかに引き出せるか、それが一つの行政手腕ではないのかなと思います。

　私は、市長にもっともっと島田の市民の力を引き出す仕掛けをしてもらいたいと思っています。そこで、そのために減量協議会の委員のより多くの公募をしてもらいたいのです。先ほど「構成団体の見直しをする」という答弁がありましたが、どういうような構成団体の見直しをなさるのか、そのあたりを詳しく説明していただきたいと思います。

　この公募をするということで、主婦や女性だけではなく、商店主や事業者たちの方も参加して来られて、島田のごみ、これからの日本のごみをどうしていくかという議論が起こってくると思いますので、この公募についてもう一度お考えを聞かせてください。

　それから、国勢調査についてですが、調査員に関して男女比率はどれぐらいになっていますか、お聞かせください。

　それから、先ほども説明でありましたように、封筒で封をして提出してもいいんですよということがありますね。このことは個人情報は所有権は個人なのですよということを示していると思います。国勢調査の情報の提供も個人の意思であることの確認をしていきたいと思うんですが、出したくないという方に強制的に何度も何度も押しかけていくということはないでしょうね、というのをお聞かせください。

　そして、この国勢調査のたびに問題になるのが、先ほども個人の秘密を絶対漏らさないようにときちっと教育をしていますとおっしゃいましたが、それでも毎回、集めた書類をコピーして他に活用したり、封をして提出したものを勝手に開封したりという事件が起きています。このあたり本当に徹底した指導がなされるか、十分なのかということが気にかかります。

　それともう一つ、５年前には調査員の主婦が夜間に回収に回り殺されるという事件がありましたね。このような点についてもどのように配慮、指導をなさっておられるのかを聞かせてください。

　それから、国勢調査を封をして提出してもいいということを住民にきちっと知らせていただきたいと思います。郵送も可能なわけですよね。このあたり市民に伝わらなければ、不本意ながら不信感を持っていやな思いをして調査票に書き提出するということもあると思いますので、そのあたりをもう少しどのように市民にお知らせしていくのかということを聞かせてください。

　それから、集められたデータの処理に関しては、市のコンピュータでデータ処理されると思うのですが、この管理体制は万全なのか、少し心配で聞かせてもらいます。

　それから、食糧費に関しては島田市では官官接待という、そういう見苦しいものはないと信じておりますとおっしゃいましたので、なければいいのになと私も信じたいと思います。でも、本当かなと疑問に思う市民が資料を開示していただきたいという場合は、市長の裁量権になるとおっしゃいました。その後に続きまして、「公文書公開ができても、この食糧費に関しては個人のプライバシー等にかかわる複雑な問題で、どこまでを開示するかどうかはこれから検討していく」ということで、ちょっと微妙な発言があったものですから、今全国的にこの官官接待が問題になっているというのは、例えば国民なり県民なり市民なりがやはり情報をきちっと私たちの目で見たいというところで、この疑惑を解明しようという姿勢があるので、開示は微妙なような発言は、これから条例ができる私たちにとって、何だ、条例というのは秘密がふえるだけなのかという期待感が薄れるような発言があったものですから、やはり情報というものは市民のものであるという基本路線をもう一度聞かせていただきたいと思います。

　それから、知る権利についてですが、くどいようで、何度も何度もということで、今の答弁も、当局は憲法に保障された権利だという学説があることは承知していると。また逆の学説もあるという。島田市としては、条例を制定して初めて付与されるものであるという考えをとるというふうに説明がされました。そして、国内でも知る権利を盛り込んである条例は少なくて、盛り込まない方が大勢を占めているという認識ですが、「津田さん、あんたは勉強してるかもしれないが、我々は行政のプロだから、あんた以上に広い範囲で学者の意見を聞き、知識もあるんだよ」と、こういうような意見を聞かせてもらったことがあるんです。私も行政の方たちを本当にプロだと思います。でも、プロだから、私たち議員ですけれども、市民が疑問に思っていることを聞かせていただきたい、議論していきたいというのが私の気持ちなのです。

　先般、議会の大先輩の森源さんがお亡くなりになりました。私は、ゴルフ場開発反対運動で応援してくださったものですから、葬儀と偲ぶ会に出席させていただきましたら、そのとき、森源さんが市議だったときの市長さんの弔辞を聞かせてもらったんです。その中で、議場は議論の真剣勝負の場だったということを次のように語っておられます。「戦後の立場こそ違え、同じヒューマニズム、同じ民主主義の確立のために闘った同志として云々」とあり、「私は正義感のまれに見るほど強い君と市議会の本会議の議場において双方一歩も譲らず丁丁発止と議論を闘わせたときのことをいまだに懐かしく覚えております」という言葉があり、その後の偲ぶ会でも再び、「島田市の議会での白熱した議論の状況は全国の市長会でも誇りであった」と語られました。

　私が知る権利について二度も三度も質問してきました。1993年３月議会では、「知る権利に基づいた情報公開制度をつくっていこうとしている」という答弁を受けたつもりでいます。それを最後に、知る権利は全く否定的な立場になり、島田市の情報公開においては知る権利というものは盛り込まないという主張に変わってきたのです。その説明も同じように、条例をつくることによって付与される権利であると、同じことが繰りかえされました。私も４年間、市の職員の方たちの知識の蓄積には到底歯が立たないと痛切に感じています。でも、プロであるのですから、同じ答弁ではなく、同じ説明ではなく、この議場で議論したいなと思います。

　知る権利について、単純化させて聞いていきたいと思います。市長、部長は「条例化することによって付与された権利」と表現されていますが、先ほど条例化されれば知る権利が存在すると答弁されたと思うのですが、そう受け取ってよろしいでしょうか。

　それから、下水道事業の委託についての質問をします。事業団と日立との間で談合があったということで摘発されているというこの事件で、島田市は責任がないというような答弁があったのですが、本当に責任はないのですか。先ほど答弁の方でも述べられたように、この談合組織の９社会という、日立とか東芝とか三菱とか９社が90年から談合を繰り返していたそうで、確かに３月６日に公正取引委員会が検事総長に告発し、６月７日にも追加として担当者17名と事業団の元職員を追加告発しています。それを受けて、95年７月12日に独禁法７条の２に基づき10億 3,636万円の課徴金納付命令を発したと聞いておりますが、この違反対象役務に島田市の事業も認定されたと受けとめてよろしいですね。市の方もそう認められているわけですね。それだけお尋ねします。確認しておきます。

◯民生部長（小澤　平君）　津田議員の再度の御質問にお答えいたします。

　まず、このリサイクル法が始まりますと仕事量がふえるじゃないかと。その辺の御質問ですが、当然これからリサイクル法が施行されてまいりますと、収集計画を市は立てていくようになります。それで、先ほども申し上げましたように、島田市としてはかなりのリサイクルにつきましては市民の御協力を得まして行っておるわけでございまして、プラスチックに関係してはペットボトル等が主な仕事になるだろうと思っております。また、御指摘のトレーにつきましても、今、月１回収集でございますので、スーパーの皆さんに御協力を得まして月の初めの月曜日にとっておりますが、今の現有の人数ではそれが限界ということでございまして、減量推進委員会の中でも月２回にしていただきたいというような強い要望もございます。ごみの推移を見ますと、確実に減っておりますので、そういった形の中で、来年ぜひ収集計画を立てたいと、全面的に立てていきたいと。これにつきましてはコースの変更、いろいろございます。そういった中でぜひそこら辺の人数の配置を持っていきたいということになりますと、基本的には現有人数で仕事をこなしていきたいというような考えを持っております。

　たま、アルミ缶とかスチール缶、そこら辺はどうだという話になりますが、これは島田市におきましては、先ほども御説明申し上げましたが、そういう金物類につきましては業者委託をしておりますので、そちらの方で再資源化を図っているというような解釈でお願いしたいと思います。

　また、常設の設置の箇所数につきまして、その収集計画の中でもう少し幅を広く、落ちのないような形の常設のストックヤードといいますか、そういった形で収集場所をふやしていきたいというような形で協力をこれから得るような考えを持っております。そういった協力してくれる業者につきましては、ぜひその奨励としまして、いろんな策を考えてみたい。例えば協力をしている業者であるというような形の優良のシール等を店頭に張ったらどうかというような形も他市には見られております。そういった形も今後奨励のために、ぜひいろんな施策の中でそういった形も一つの案として考えてまいりたい。

　それから、この法律は基本的には今まで自治体が行っておりましたごみの処理について、その一部を義務として企業に広げることによりまして、過剰包装の抑制や資源の再利用に弾みをつけようとするねらいがあるわけでございます。そんな形の中で出されたごみをただ処理するだけでなく、これまでのごみの処理の考え方を見直しまして、まずごみを出さない。御指摘のとおりでございますが、また出したごみはリサイクルを行う。そういった観点から業者責任を持たせる、そういった法律でございます。これにつきましては基本的には発生業者、いわゆる事業者、それから自治体、それから消費者が一丸となって行う法律でございますので、これからいろんな施策が打ち出されてまいりますので、そこらを見ながら市も対応していかにゃならん、こんなふうに思っております。

　それから、協議会の関係でございますが、人数をもう少しふやしたらどうか、市民の意見を聞いたらどうだということでございますが、要綱によりまして25名以内でございますので、その辺をめどにいたしまして、ただいま23名で、大体12団体ぐらいになりますか、幅広く市民の声を聞くというような形で推薦をいただきましてお願いしているわけでございますが、見直しがどんなことかということになりますと、やはりこれまで見ておりますと、例えば発生業者といいますか、スーパーの側からでは１名しか出ていないということでありますので、その辺を事業者というような形の中でもう少し出していったらどうかというような見直しがあるわけでございます。そんな形の中で、昨年同様、公募も含めてこれからもっと意義ある、それからもう少し力が出るような会議にしていかねばならないと、このように考えております。

　以上お答えします。

◯総務部長（鈴木堯於君）　津田議員の再質問にお答えをいたします。

　最初に、食糧費の関係での公開の関係です。先ほども申し上げましたが、情報公開制度、こうしたものについて現在検討を進めておりますし、まだ懇話会の提言を受けておらないという状況下にございますので、現段階では公開をしていくという考え方は持っておりません。

　それから、知る権利の問題でございますが、これもただいま壇上で御答弁申し上げましたが、これまでも議員が質問の中でいろいろ例を挙げておりまして、目的、条例、制度、こうした公開制度を制定している市において条例の目的等の中でいろいろの触れ方をされているということも申されております。私の方でも、今壇上で御答弁申し上げましたように、市民の公文書に対する公開請求を権利として明らかにしていきたいと。そのことによってそうした制度を推進することによって市政の公正な執行とか、市民との信頼の確保、また市民参加による開かれた市政、こうしたものをそうしたことによって推進をしていきたいということで考えておりまして、これまで何回か申し上げているように、基本的な考え方については、これまでの答弁と変わりません。

　それから、国勢調査にかかわって幾つかの御質問をいただきました。男女比率につきましては、男80％、女性が20％の比率になります。それから、夜間等のそうした心配のお話がありましたが、これまで島田市としては、調査員の事故等については過去聞いたことはございませんが、説明会等の中でもいろいろとけが等については十分注意をしていただくような、そうしたお話も申し上げております。また、特に夜間問題があるところ、あるいは各施設とか地域団体、こうしたところで特別な調査をしなければならないという調査が通常困難な地域、これにつきましては職員による指導員が設けられておりますが、そうした指導員の方で調査を行うということも考えております。またさらに、そうした問題があるところについては支援をしていく考えも持っております。

　それから、データ処理等の関係でございますが、資料のまとめにつきましては、これは総務庁の方の統計センターで行うということになっております。

　それから、封をして提出してもいいということに対する市民へのＰＲの点でございますが、調査票を各世帯にお配りいたしますが、そうした調査票の中に、ただいま申し上げたような形で、セロハンテープなどで封入して提出できるというようなことを調査票の中にも明記してございます。

　なお、この申告義務、これは統計法によって秘密を保護するということも当然うたわれておりますが、申告義務というものが統計法の中で国民に一応課せられているということで御理解をいただきたいと思います。

　以上でございます。

◯水道部長（櫻井美香夫君）　３点目の公共下水道事業の委託にかかわりまして２点の点につきまして再度の御質問にお答え申し上げます。

　まず最初の、市は直接責任はないかという御質問でございますが、島田市はこの下水道の浄化センターの施設の建設を一括して下水道事業団へ委託をしているものでございます。委託を受けました事業団がそれぞれの設備ごとに事業団が直接建設業者と請負契約を行っておるものでございます。したがいまして、業者と市とは直接関係は生じてございません。

　次に、２点目の課徴金にかかわっての御質問でございますが、これは詳しい報告は受けておらないわけでございますが、新聞報道等によりますと、今回公正取引委員会は、これは談合は２年度ごろから始まった疑いがあるが、証拠などの関係から独占禁止法違反の認定は４年、５年度に限ったというコメントがされております。島田市が委託をいたしました施設の電気設備の最初の契約は平成４年度でございますが、先ほどのコメントにありますように、個々の工事につきましては、私ども正式な報告も受けておりません。したがいまして、島田市の工事のものが該当しておるかどうかにつきましては定かでございません。

　以上でございます。

◯10番（津田恵子君）　ごみの問題なんですが、ごみの分別のことで、生活者としていろいろと毎日の生活の中から考えてみたんです。永田議員も取り上げられたように、生ごみに関しては島田市はＥＭぼかしも推進しています、コンポストにも補助金を出していますし、バイオの生ごみ処理器にも補助金を出すということで、生ごみはそういうふうに土に返していくようにすればいいかなと。瓶は色分けをしています。この瓶の色分けに関しては、消費者のグループがいつも滋賀県の方のカレットの東洋ガラスかな……、そこへ視察に行きますと、島田市の出し方はとてもいいですよと、本当に褒めて、褒めて、褒めちぎってくださるぐらい、島田市の瓶の色分けは市民が十分協力していると、私も思っています。

　そして、先ほどのアルミとスチールの缶も分けていけば、これはできるな。回収するのは市の仕事としてふえるかなと思っているんですけれども。紙類も今、月に１回というペースで回収してもらっています。ここに牛乳パックとジュース等の紙パックを含めると言おうか、別収集してもらえば、これ一つ解決できるなと。布のことがあります。ファイバーリサイクルに関して島田市は取り組んでいませんけれども、布類も十分にリサイクルできるそうです。十分着られるものはその衣類を求めている国に送り出し、それからウエスに使ったり、ウエスに使わずにまた糸に戻して再生の繊維をつくっていくという手法も以前からありますので、この布もこのリサイクルに乗せていけばいいかなと考えています。

　それから、プラスチックのトレーとペットボトルです。このトレーとペットボトルは本当にかさばりますので、これの収集というと、現有の人数で仕事はこなせるであろうと部長おっしゃいましたけれども、私、市が責任を持って回収するとなると、なかなか大変な仕事ではないかなと考えます。

　それから、電池に関してです。電池に関しては、何年か前に有害廃棄物であるので分別して北海道のイトムカですか、そちらに送ってもらいたいという市民の声が上がりました。しかし、島田市は最終処分場に水銀の感知器もつけてある、それから水銀もこれからどんどん少なくなっていく、厚生省ですか、そちらの方も安全宣言をしたということで、分別していません。しかし、このリサイクル社会及び循環型社会という点から考えますと、電池というのは本当にさまざまに再資源化できるものなんですよね。そういう意味で、私は危険物だと思っていますけれども、その考えを少し抑えて、これは有効な資源であるから回収するという方向を考えてみてもらいたいなと思います。

　それと、有害廃棄物、ふだんの生活の中で蛍光管とかペンキの残りの缶とか、家庭用の殺虫剤の容器などは、私は有害廃棄物であると思いますので、それなんかも分別して収集してもらえれば助かるなと考えています。

　このように、ふだん生活していく中でごみをいろいろと考えて、こう分別すればいい、ああ分別すればいいというふうに考えていく中で、今度の容器包装材の法律のことを再び考えてみますと、今までは私たちがごみを捨てて市役所に収集してもらうという、そういう市民の税金で収集処理しいたところが、事業者のコストに入り込んでいくということですよね。そのことが商品のコストに転嫁されるという議論がありますよね。この議論なんですけれども、これは先ほども言いましたように、製造者のごみ処理に対するコストを市民の、自治体の税金で賄っていたというこの考えを転換しようではないか。この処理の経費を商品に内部化させるようにしようではないかということが社会的に合意されたのだと私は考えています。例えばペットボトルジュースを１日５本飲む人が一切飲まない人との間で負担というものがどうなるのかというのを考えてみますと、今までのペットボトルを処理する費用は税金で賄っていた。一切飲まない人の税金も少しは入っていたのではないか。これを商品に内部化することによって、１日５本飲む人は、その処理の一部を５本分負担することになるという、こういう仕掛けをどうも政府がやってこようとしているのではないかなと思われますよね。

　それで、先ほど部長がおっしゃったように、来年度収集計画を立てていきますよということですが、この収集計画に国が何を求めているのかという経済手法の理念をしっかりと反映させてもらいたいと思うのです。そこで私は、協議会を審議会にしていって深い議論をされたらいかがでしょうかと提案します。

　それから、これから求められるのは自治体のグリーン調達と環境監査というふうにも言われていますので、先取りして研究されたいと要望しておきます。

　部長の方には、プラスチックのトレーとペットボトル、それから布、電池、有害物の収集に関して何かコメントをいただきたいと思います。容器包装材のリサイクル法でこの運用を十分にしていけば、最終処分場や不燃物処理場、焼却場の延命にも大きくつながると思っています。

　それから、情報公開の知る権利に関してですが、いつもいつも議論していますが、ここに大阪と京都の間の島本町の情報公開条例の目的のところを読ませてもらいたいと思います。「この条例は開かれ町政を推進する上において住民の知る権利の保障が必要不可欠であることにかんがみ、町政に関する情報の公開にかかわる必要な事項を定め、もって町政の民主的発展に寄与することを目的とする」とあります。

　私は、21世紀に生きる人たちに残す情報公開条例ですので、これぐらいの理念をぜひとも盛り込んでいただきたいと思います。知る権利が書いてあろうと書いてなかろうと同じ権利ですよというのではなく、やはり理念をきちっと掲げていただきたいと思っています。

　それから、下水処理場に関してですが、島田市としては責任がないとおっしゃいました。責任がないならば、設計内容に不正がなかったので、適正価格であったと認識するとおっしゃいますが、談合があることによって通常２割ぐらい高く事業費がはね上がるのではないかと言われていますので、ぜひとも調査をして、その損害額、大体何億かになると思いますけれども、請求をしていただきたいと思います。請求をする意思があるかどうかをお尋ねします。

◯民生部長（小澤　平君）　ごみに関係して御質問、再度ございましたが、いずれにいたしましても、これから容器包装リサイクル法が、細かいことが打ち出されてまいります。私どもも、県からまだ１回ぐらいしか説明を聞いておりません。県も今の段階では細かいことはわかっておりません。そんな形で、これからそういった品目ですね、そこら辺の業者責任がどうなるかということも関心があるわけでございますが、現在のところは布に対しましても燃える方のごみというような形で、資源回収業者につきましては布は引き取っていただいておりますので、もしそういったお話があれば、その方の紹介はしております。それから、乾電池につきましても、今の現有では埋め立てで処理するしかないだろうというような形を持っております。

　いずれにいたしましても、この法律は先ほど申し上げましたように、今まで市が収集処理をしていた分を業者がこれから一部を事業者責任で行う、責任を持って行うということの法律でございますので、私どももその処理することによって価格がはね上がっては非常に困るわけでございます。その辺も消費者保護の中で、多分法律で打ち出されてくるであろうというような形で考えております。

　それから最後に、そういったことの中から、審議会にしてもう少し発言力をつけたらどうだというようなお話でございますが、先ほど申したように、中の構成をもう少し見直しまして、ざっくばらんな話し合い、いろんな話し合いが出てまいりまして、非常に今でも効果が上がっているわけでございます。もう少しそういった形の中で広く意見を求めながら、これは協議会におきましても諮問ができるわけでございますので、場合によっては諮問をお願いするというような形になると思いますが、そういった形で島田市は考えております。いずれにしても今後の問題としてその辺を、御指摘の問題も含めまして頭へ入れながら、これから収集計画及び基本計画につきまして充実をしてまいりたい、こんなふうに思っております。

◯総務部長（鈴木堯於君）　知る権利につきましての基本的な考え方も再度御質問がありましたので、お答え申し上げます。

　情報公開制度、こうしたものを既に設置している市が、県を含めまして全国的にかなりの数に上っております。こうした長い年月をかけられておりますので、そうした既に実施している条例等もいろいろと参考にさせていただいております。かなり以前にもお話し申し上げましたが、現在それぞれの市でつくられている条例については成熟をいたしているというような考え方を持っておりますが、そうした中で島田市の現在検討しているそうしたものについても、他市に劣らないという自負を持っておりますが、そうした気持ちで現在、他市に負けないような形でのそうした条例を目指しております。

　それから以前、現在の鈴木助役が総務部長のときに御答弁申し上げた状況と違うじゃないかというようなことがありましたが、当時の理念というものについては一切変わっておりません。それだけつけ加えて申し上げておきます。

◯水道部長（櫻井美香夫君）　再度のお尋ねに御答弁申し上げます。

　今回の事業団が発注をいたしましたこの電気設備工事につきましては、これは設計につきましては建設省で示されました標準設計に基づいて設計をされたものというように私ども判断をいたしております。この設計に基づきまして事業団の責任において適正な価格で契約をされたものと判断をいたしておりますので、御質問のような措置は考えてはおりません。

　以上でございます。

　　─────────◇──────────

　　　◎延会の宣告
